
平成２３年介護保険法改正について
（介護サービスの基盤強化のための介護保険法等

の一部を改正する法律）

厚生労働省老健局



高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を営めるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される
「地域包括ケアシステム」の構築に向けた取組を進める。

介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の概要

1 医療と介護の連携の強化等
① 医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが連携した要介護者等への包括的な支援（地域包括ケア）を推進。
② 日常生活圏域ごとに地域ニーズや課題の把握を踏まえた介護保険事業計画を策定。
③ 単身・重度の要介護者等に対応できるよう、24時間対応の定期巡回・随時対応サービスや複合型サービスを創設。
④ 保険者の判断による予防給付と生活支援サービスの総合的な実施を可能とする。
⑤ 介護療養病床の廃止期限（平成24年３月末）を猶予。（新たな指定は行わない。）

２ 介護人材の確保とサービスの質の向上
① 介護福祉士や一定の教育を受けた介護職員等によるたんの吸引等の実施を可能とする。
② 介護福祉士の資格取得方法の見直し（平成24年４月実施予定）を延期。
③ 介護事業所における労働法規の遵守を徹底、事業所指定の欠格要件及び取消要件に労働基準法等違反者を追加。
④ 公表前の調査実施の義務付け廃止など介護サービス情報公表制度の見直しを実施。

３ 高齢者の住まいの整備等
○ 有料老人ホーム等における前払金の返還に関する利用者保護規定を追加。
※厚生労働省と国土交通省の連携によるサービス付き高齢者向け住宅の供給を促進（高齢者住まい法の改正）

４ 認知症対策の推進
① 市民後見人の育成及び活用など、市町村における高齢者の権利擁護を推進。
② 市町村の介護保険事業計画において地域の実情に応じた認知症支援策を盛り込む。

５ 保険者による主体的な取組の推進
① 介護保険事業計画と医療サービス、住まいに関する計画との調和を確保。
② 地域密着型サービスについて、公募・選考による指定を可能とする。

６ 保険料の上昇の緩和
○ 各都道府県の財政安定化基金を取り崩し、介護保険料の軽減等に活用。

【施行日】
１⑤、２②については公布日施行。その他は平成２４年４月１日施行。



24時間対応の定期巡回・随時対応サービスの創設（イメージ）

○重度者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が密接に連携
しながら、短時間の定期巡回型訪問と随時の対応を行う「定期巡回・随時対応サービス」を創設する。

常駐オペレータ

随時対応

利用者からの通報により、
電話による応対・訪問などの随時対
応を行う（ICT機器を活用）

通報
短時間の
定期巡回型訪問

短時間の定期巡回型訪問

訪問介護と訪問看護が一体的、又は密
接に連携しながら、短時間の定期巡回
型訪問を行う

※ １つの事業所から訪問介護・訪問看護を一体的に提供する、又は、外部の訪問看護事業所と緊密な連携を図って訪問介護を実施するなど、

訪問介護と訪問看護の密接な連携を図りつつ実施する。

※ 在宅支援診療所等、地域の医療機関との連携も重要となる。

※ 地域密着型サービスとして位置づけ、市町村（保険者）が主体となって、圏域ごとにサービスを整備できるようにする。



現行制度 創設後

○ 小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅サービスや地域密着型サービスを組み合わせて提
供する複合型事業所を創設する。
○ これにより、利用者は、ニーズに応じて柔軟に、医療ニーズに対応した小規模多機能型サービスなどの提供
を受けられるようになる。また、事業者にとっても、柔軟な人員配置が可能になる、ケアの体制が構築しやすく
なるという利点がある。

○ それぞれのサービスごとに別々の事業所からサービスを受け
るため、サービス間の調整が行いにくく、柔軟なサービス提供
が行いにくい。

○ 小規模多機能型居宅介護は、地域包括ケアを支える重要な
サービスだが、現行の小規模多機能型居宅介護は、医療ニーズ
の高い要介護者に十分対応できていない。

○ １つの事業所から、サービスが組み合わされて提供さ
れるため、サービス間の調整が行いやすく、柔軟なサー
ビス提供が可能。

○ 小規模多機能型居宅介護と訪問看護を一体的に提供す
る複合型事業所の創設により、医療ニーズの高い要介護
者への支援を充実することが可能。

A事業所（複合型事業所）

小規模多機能型居宅介護
＋

訪問看護

利用者 利用者

小規模多機能型
居宅介護

ａ事業所

訪問看護

ｂ事業所

※ 地域密着型サービス
として位置づける

複合型サービスの創設



小規模多機能型居宅介護と訪問看護の複合型サービスの概要（イメージ図）

○ 今般、小規模多機能型居宅介護と訪問看護の複数のサービスを組み合わせた複合型事業所を創設し、看護
と介護サービスの一体的な提供により医療ニーズの高い要介護者への支援の充実を図る。

通い

泊まり

※ 地域密着型サービスとして位置づけ

○要介護度が高く、医療ニーズの高い高齢者に対応するため、小規模多機能型居宅
介護のサービスに加え、必要に応じて訪問看護を提供できる仕組みとする
○別々に指定しサービス提供するよりも、小規模多機能型居宅介護事業所に配置さ
れたケアマネジャーによるサービスの一元管理により、利用者のニーズに応じた
柔軟なサービス提供が可能
○事業者にとっても、柔軟な人員配置が可能

看護

泊まり 通い 訪問

介護

複合型事業所
（小規模多機能型居宅介護と訪問看護）

利用者ニーズに応じた
柔軟な対応
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介護予防・日常生活支援総合事業の導入イメージ

○ 市町村の判断により、要支援者・介護予防事業対象者向けの介護予防･日常生活支援のためのサービスを総合的に

実施できる制度を創設。

○ 市町村・地域包括支援センターが、利用者の状態像や意向に応じて、予防給付で対応するのか、新たな総合サービ

スを利用するのかを判断。

市町村・地域包括支援センター

利用者の状態像や意

向を踏まえて、いず

れが適切か判断。

予防給付

【介護保険給付】

（訪問・通所）

介護予防・日常生活支援総合事業

【地域支援事業】

○介護予防（訪問・通所）

○配食

○見守り など

※介護予防・日常生活支援総合事業は、市町村の判断により導入

※介護予防・日常生活支援総合事業の実施に当たっては、
地域包括支援センターにおいてケアマネジメントを実施する。



【現行規定】
○介護療養病床については、平成24年3月31日までに、老人保健施設や特別養護老人
ホームなどの介護施設等に転換し、制度は廃止されることとになっている。

【現状】
○平成18年で約12万床であったが、平成22年6月時点で約8.6万床であり、介護療養
病床からの転換が進んでいない現状。

【方針】（法改正（介護保険法の附則）による対応）
１．これまでの政策方針を維持しつつ、現在存在するものについては、６年間転換期限
を延長する。

２．平成24年度以降、介護療養病床の新設は認めないこととする。

３．なお、引き続き、介護療養病床から老人保健施設等への転換を円滑に進めるための
必要な追加的支援策を講じる。

介護療養病床の取扱いについて



介護職員等によるたんの吸引等の実施について

【現 状】
○ たんの吸引・経管栄養は、医行為に該当し、医師
法等により、医師、看護職員のみが実施可能。
例外として、一定の条件下（本人の文書による同

意、適切な医学的管理等）でヘルパー等による実施
を容認。

①鼻腔内

気管

②口腔内

③気管ｶ
ﾆｭｰﾚ内

たんの吸引 経管栄養
④胃ろう

⑥経鼻経管栄養

⑤腸ろう
（空腸ろう）

【課 題】
○ 「当面のやむを得ず必要な措置」であるため、
① 法的に不安定であり、行為の実施に当たって不安
② グループホームや有料老人ホームで対応できてい
ない 等の指摘。

【制度のイメージ】

○ 介護福祉士及び一定の追加的な研修を修了した介護職員等が実施可能となるよう社会福祉士及び介護福祉
士法を改正

○規制・制度改革に関する閣議決定、総理指示を踏まえ、たんの吸引等の医行為が必要な者に対してより安全に提供される
よう、介護福祉士などの介護職員等によるたんの吸引等の実施のための所要の法整備を行う。

※ 介護人材の活用のため、在宅、介護保険施設、学校等において、介護福祉士等の介護職員が、たんの吸引や経管栄
養等といった日常の「医療的ケア」を実施できるよう、法整備の検討を早急に進めること。
（平成22年9月26日総理指示）



介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度について
（「社会福祉士及び介護福祉士法」の一部改正案）

○介護福祉士及び一定の研修を受けた介護職員等は、一定の条件の下にたんの吸引等の行為を実施できること
とする。

☆たんの吸引や経管栄養は「医行為」と整理されており、現在は、一定の条件の下に実質的違法性阻却論により容認されている状況。

趣旨

○たんの吸引その他の日常生活を営むのに必要な行為
であって、医師の指示の下に行われるもの
※ 保健師助産師看護師法の規定にかかわらず、診療の補助として、
たんの吸引等を行うことを業とすることができる。

☆具体的な行為については省令で定める
・たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部）
・経管栄養（胃ろう、腸ろう、経鼻経管栄養）

実施可能な行為

○介護福祉士
☆具体的な養成カリキュラムは省令で定める

○介護福祉士以外の介護職員等
☆一定の研修を修了した者を都道府県知事が認定
☆認定証の交付事務は都道府県が登録研修機関に委託可能

介護職員等の範囲

○たんの吸引等の研修を行う機関を都道府県知事に登録（全て
の要件に適合している場合は登録）

○登録の要件
☆基本研修、実地研修を行うこと
☆医師・看護師その他の者を講師として研修業務に従事
☆研修業務を適正・確実に実施するための基準に適合
☆具体的な要件については省令で定める
※ 登録研修機関の指導監督に必要な登録の更新制、届出、改善命令等の規定を整備。

登録研修機関

○自らの事業の一環として、たんの吸引等の業務を行う者は、
事業所ごとに都道府県知事に登録
（全ての要件に適合している場合は登録）

○登録の要件
☆医師、看護職員等の医療関係者との連携の確保
☆記録の整備その他安全かつ適正に実施するための措置
☆具体的な要件については省令で定める
※ 登録事業者の指導監督に必要な届出、報告徴収等の規定を整備。

＜対象となる施設・事業所等の例＞

・ 介護関係施設（特別養護老人ホーム、老人保健施設、グループホーム、有
料老人ホーム、通所介護、短期入所生活介護等）
・ 障害者支援施設等（通所施設及びケアホーム等）
・ 在宅（訪問介護、重度訪問介護（移動中や外出先を含む）等）
・ 特別支援学校

※医療機関は対象外

出典：介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方に関する検討会「中間まとめ」

登録事業者

○平成24年4月1日施行
（介護福祉士については平成27年4月1日施行。ただし、それ以前であっても、
一定の研修を受ければ実施可能。）

○現在、一定の条件の下にたんの吸引等を実施している者が
新たな制度の下でも実施できるために必要な経過措置

実施時期及び経過措置



介護人材の確保を図るためには、事業者による雇用管理の取組を推進することが重要だが、介護事
業を含む社会福祉関係の事業は、全産業と比較して労働基準法等の違反の割合が高い。

→事業者による雇用管理改善の取組を推進するため、新たに、労働基準法等に違反して罰金刑を受
けている者等について、指定拒否等を行うこととする。

○労働基準法等違反事業場比率（平成20年）

社会福祉施設 全産業

違反事業場比率 77.5％ 68.5％

労基法24条
（賃金不払）

5.8％ 3.2％

労基法37条
（割増賃金不払）

35.8％ 18.1％

最賃法４条
（最賃不払）

4.7％ 2.8％

※ 社会福祉施設には、特養、老健、老人デイサービスセン
ター・老人短期入所施設・訪問介護事業所等の居宅サービ
ス事業所、グループホーム、有料老人ホーム等のほか、保
育所や障害福祉関係施設・事業所等が含まれている。

資料出所：平成20年労働基準監督年報

事業者に対する労働法規の遵守の徹底

○労働基準法違反による送検事件状況（社会福祉施設）

平成18年 平成19年 平成20年

11件 15件 11件

（注１）平成18年～平成20年の間、労働安全衛生法
及び最低賃金法に係る送検事件はなし。

（注２）送検された事件のうち、起訴される件数は毎
年50％前後で推移している（全産業）



サービス付き高齢者住宅と介護保険の連携イメージ

住み慣れた環境で必要なサービスを
受けながら暮らし続ける

24時間対応の訪問介護・看護

「定期巡回・随時対応サービス」
→介護保険法改正により創設

サービス付き高齢者住宅
（国土交通省・厚生労働省共管）
→高齢者住まい法改正により創設

診療所、訪問看護ステーション、
ヘルパーステーション、
デイサービスセンター、

定期巡回・随時対応サービス（新設）

日常生活や介護に不安を抱く「高齢単身・夫婦のみ世帯」が、特別養護老人ホームなどの施設への入所

ではなく、住み慣れた地域で安心して暮らすことを可能とするよう、新たに創設される「サービス付き高齢者住宅」（高齢者住
まい法：国土交通省・厚生労働省共管）に、２４時間対応の「定期巡回・随時対応サービス」（介護保険法：厚生労働省）など
の介護サービスを組み合わせた仕組みの普及を図る。


